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「所有Jと巨大株式会社

富森鹿児

中小企業の不断の存在とその意義が…方で決

して芯れられではならぬとはいえ，現代資本主

義経済の斡心が，巨大企業とりわけ院大株式会

社であることに否定の余地はない。

しかも，かかる現代監大株式会社をめぐって

の大きな縄題の一つが，そこでの所有関係・支

密関係の複雑化で、あることは明らかであり，さ

こそ，多かれ少かれここの問題をめぐる

が最近跡をたたないともいえるのである。

事実，かく Lづ筆者自身もこのお年間， くり

返しこの問題をとりあげ，さまままの角設から

拙論を幾醸してさたのであった。(①「現代資

新評論1977年舎 f法人資本主

と“日本的経営勺ニ巴ロノミスト1982年3月

16日 告大会社と“資本家の物化 "J北大

鰻済学研究訟の3，1982年11}j @ i現代の巨

大企業一国際比較の親角から…J新評論1985年

10月第l章，第2躍。以下これらを引用する場

合は，例jえば拙論①とす

また議論な襲爵するi義組で，種々の討論の機

も与えられ，それらによって捌論自体が発展

してきた。そして当然，そうした発展の過程で

担論自体が，被妙に変化してきたのもいわば当

然であった。しかも，かかる拙論の発療，変化

自身の問題にたいす恥る認識は，

ぞれなりにたかまり深まったということができ

る。

本稿は，いわばそう 岳身の認識の深

まりを，この段階で再確認しつつ蕗揺するとと

もに，合わせて最近のいくつかの論稿に対して，

この段階での筆者の見解を述べておこうとする

ものである G

I 再び f所有J概念について

今までの論縞でも多かれ少かれふれたよう

に，問題の叙誌には常に「所有jをどう捉える

かが関わっている。詫って，ヌド稿でもこの点に

関わる現時点での筆者の見地(それは，拙論

@，③からはやや発展したものであるが，拙論

とは基本的に異ならない)を再度確認整理ナ

るところから始めざるをえない。

(1) i済有j とl'ま，対象の能汚，収益，処分が，

社会的法認のもとに可詫とされることであり，

その銀りで， i所有j とはまずなによりも「所

という法的関係である。ただこのように

法的関係を示すものとして， さしあたり観念的

なものたりうるとしても，そうした観念的なも

のじたい社会的意畿を持ちつづけるためには，

法的関係の実行口ここでは「所有権jの行使勾

が現実に存在しなければならないだろう。

かくて， i所有」とは饗するに「所有権j と

「所有権の持能jの一前者を基軸とした一統一

であるということ る。

篠E自主主主雪氏礼 次のように言撃しもておられる。「所

有が意識的関係行為という時，それはふたつの側関

をもっている。すなわち，ひとつは特定な物?と対し

て関係しうるという『可能性の集会2という側磁マな

ある。一絞?こ所有権という法的な機利は『可能性の

集会Jが規範として保障されたものである。このよ

うに関係行為のひとつの綴弱は関係行為可能殺であ

り，この意味での所有は f線利としての所有』であ

る。いまひとつの側面は関係行為という事実であ
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る。官1総伎の愛美化，執行としての実在的関係行為

である。ここの意味での所有は としての所奪三

といってよい。関係行為という場合二つの総額を食

むものであり， したがって所有とはこの潟側頭の統

一ぐあるoJll

iニ述の筆者のJ!地も，ここでの篠田氏の見地とほ

ぼ完会に一致するものといってよいだろう。ただ幸義

者と篠悶氏との一致はこの点ではほぼ完全とはい

え，他のz訟では篠田氏の議論を筆者は必ずしも評綴
しない。とくに，氏が所有についてのこのような正

当な理解にもかかわらず，れいの法律的所有と経済

的所有の対置という混乱した議論に巻き込まれてし

まっておられる点についてはとりわけ残念で、為る。

〈この問題については拙論③参照)

なお， 先?とも示した巡り， (拙論争〉ここでみた

「所手引概念はすE自民人民とも一定の共通点

なもつが，若干j相違もしている。同じところでいっ

ている通払筆者の見地は，この点でほ安朗氏にそ

って独自に「所有J概念を整蔑された北原発氏とむ

しろ多くの共通点を'i>っているといえる。

(2) r所有Jが f所有権Jと「所有権の行使」
の統ーとして され， しかも，南側聞におい

て薬事議をなすのが官官者であるということは， い

ずれに佼よ「所有jが荷よりも語的関係である

ことを示している。

だが筆者が前にも述べたように(拙論金L
h、うまでもなく，所有がどこまでも法的範鱒

として理解されねばならないのは，マルクスが

そのように理解したからということによるもの

では決しでありえなしづ(向上22ページ入
にもかかわらず， γ ノレタスもまた，主として

「所有jを法的なものとして捉えている場合が

多かったのも谷定出来なL、。例えば，設は「商

品は， 自分で市場へ行くことはできないし，自

分で自分たちを交換しあうこともできない。言語

品の番人たちは， 自分譲の意志なこれらの物に

やどす人として互いに相対しなければならな

い。...・H ・-・どちらもただ隠者に共通

志行為をど媒介としてのみ， 自らの商品をそ手放す

1)篠国語主主寺 f株式会社における所有問題J11 
論Jl19例年9月。

ことによって，他人の商品を邑分のものにする

のである。それゆえ，かれらは互いに相手を私

的所有者として総めあわなければならなしづね

としてL、るが， これは f互いに相

手を私的所有者として認めあj うという社会的

承認関係が商品所有にとって不可欠で‘あるとい

う，所有にまつわる法的本質がマルクスによっ

て捉えられていたことを示す以外の何ものでも

ない。

にもかかわらず"ノレクスのこのような叙述

そのものに依挺して， r私的所有関係は商品関
係の実現という経済過程に不可欠な経済的な露、

恋的支配行為に関する際係であり，決して法律

的所有権ではない J3)(傍点版文通り〉と主張す

るのは，法とはーその発展の程度は別としてー

いずれにしても，一つの社会的承認調係に絡な

らないという法の木賞者Y見誤った致命的な欠陥

をもっ晃方であるとしないわけにいかないだろ

うO

浅見氏はj弓じ言語文の別な個所でも「務品関係に適合

的な私的所有を，社会的な“共同意志"として主義認

する法律的な私的所毒事事態戸 (傍点際文通めと'i>

3響いておられる。 i上七の{協所の叙述のブぎがはるかに適
切に法と私的所有の本賞者どとらえていることは明ら

かであ争，もしこの理解がうたのぜんグスの叙述の解

釈に適用されれば雲ょに見たような氏の擦りはあ

りえなかったようにも思われる。総じて，

における「所有jという苦言葉の使用は緩めて乱暴で

あるといわさFるをえない。例えば，氏の論文では繰

り返し「資本警察一労働者の支配ー従属関係jを所有

と所有される者の関係とし、いなおし，これを

経済約所有関係としているが，なぜこのような「支

配」の関係虫丸、つの支にか「所翁Jの関係にとって

代わられるのかはほとんど説明されていなL、。たし

か?と生産関係を生産手段の孫右関係からみていく伝

統的 7マルクス主義」に対しては氏も一線な画する
かのごとくふるまっているが，突は法的なものにす

2)大内兵衛，絢JII議六監査訳 7γルクス=コニンゲノi〆ス
全然J第23巻，大月霊祭応， 1965年， p 113. 
3)浅見克滋， r所有と物象化J(1) 11経済学研究~ (北
大)第33考委第2号， p.90. 
4)向上， p.94. 
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.ぎない所有関係に基礎的位震を与たようとする伝統

的見地から氏も又免れ切っていないことにこそ，こ

のような「所有j表裁の乱用の図があるように怒わ

れる。とりわけ，総務的所有というミスジィダイン

グで、あいまいな所有概念に氏があくまでも米練をい

だきつづけるところに，そうした総葱が端的にでて

いるということがで、きょう。

(3) 上にみたように「所有j とは，あくまで

も法的範騰なのであり，そのかぎりで，

係札 より基底的な経済欝係官と上部において反

映する上蔀構造に属すべきことがらであるとい

わなければならなL、。

だが， この点の把譲が如何に議擦であるから

といって，そのことから蓋ちに静宥関係会経援

してよいことにはならなし、機論告で筆者自身

が存確認しておいたように，印私的所有は資

とって本質，あるいは基底なのではな

し一つの結柴であり皮映にすぎないとはいえ，

換の限りでは，やはり皆本主義にとっての一

つの不可避の必然にちがし、なl，'0，!]5) のであり，

『所有jは， このようないわば f背後にかくれ

ている実体を映し出す鏡の如きものである』と

られる O しかも F離は鏡なりに突体の変化

合映しだす。いいかえれば，所有関係に何らか

の重要な変化がみとめられればs それはそれな

りに実体におけ1る議要な変化な表わしていると

みなけれ援ならなし、~J叩〉，といった現解が，極

めて麓喪なのである。

緩法学の研究者にしばしばみられる法告さ欝係

そのものの軽設ないしあえていえば，時には，

蔑説とも態われる畿の軽視は，この意味で、批判

される必要があるといえよう。

例えば，法的関係にふれるたびに，これを

「たんなる法形式j とするとか f名義=法律的

所有権JB) とするごときは， このような軽畿の

最たるものといえよう。

5)紛稿，③ p.21. 
的主義務.@p. 71. 
7)拙稿， @ p. 36. 
8)浅見， 官官織論文， p.104. 

法的関係は，上部構造 Vぺがの関係と

それなりの実体をもっているのであり，

たんなる形式なのではない。また，法律的所有

権〈実は f務有」はすべて法律的所有権として

しか存粧しえないのだが)は，対象に対ずる使

用，収益，処分の権拐を含んでいるのであり，

ただの名義ということでは決していいつくせな

いことはいうまでもない。

だが， このような上部構造レベルで‘の実体性

ムそれがともかくも下部なりこと台を反映する

鏡であることの意義の重要性が認められるべき

とはいえ， 1所有J杭上部構造に議する法的

関係であることからくる霞界もまたわきまえら

れなければならないのもいうまでもなL、。とり

わけ， こうした隈界伎は，生産手段の題字まイとと

いうよ部講造レベノレマ?の変革が，現実の経済に

おける「生産の議条件と労磁の対立」自体を直

は解決しえず，却って官僚支設という形で

の'1私的理有Jを再生惑するに到っているとい

う「社会主義」的実験の数々によって何よりも

明白に示されているといって過替でないだろ

う。

II 株式会社における所事事務係

すでに拙論③，@でも展罷した通り，操式会

社は，その所有腐係の多重化さともって一つの特

震とする。しかも，もともと多重化していた所

有関係の内容そのものが株式会社の巨大北とと

もに， さらに変ってきているところに現代の多

くの題題の出発点がかくされてもいるのであ

る。

(1) 家ず，一般的に株式会社はその所有関

諜私会社資産出現実資本の所有ιもともと
この現実資本の支配への参加権を内容とする換

支えの所有に二重化する oいうまでもなく， ここ

で前者を所有するものは， 1会社それ岳体Jな

る法人であり，後殺を所有するものは株窓であ

る。

会社紫を所有する「会社それ自体」
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は"ぞれ自身で意思主体たりう岩 1国然人ではな

い。ここから，株式会社をめぐる所有関係の一

層複雑な関係が生まれてくることになる。つま

り r会社それ自体Jは会社資産の所有権をも
つが，それ自身によってこれを行使できず， し

たがって，かかる「会社それ自体」の会社資産

所有権を行使すべき自然人が別に確定されなけ

ればならなくなるのである。

本来の株式会社では，かかる会社資産所有権

の行使者は個人大株主であり，この点で何らの

問題はなかった。否，むしろ，本来，現実資本

を所有していた自然人資本家が，株式会社に結

合するにあたって，出資の有限責任化とひきか

えに，現実資本に対する直接の所有権を「会社

それ自体jに委譲し， しかもそういう形で失わ

れた所有権を(株式会社への参加権=株式の多

数を支配することを通して可能とされる)会社

支配権としてとりもどすところにこそ，株式会

社制度の制度としてのポイントがあったのであ

った。

だが，現実の株式会社の発展， とりわけ現代

における株式会社の巨大化は，上にみたような

個人大株主の支配を事実上風化してきていると

思わせるものをもっていたのだった。だからこ

そ，ここから当然にも個人大株主に代わって

巨大会社を支配するものは誰か， また，その変

化によって現代における「資本家像」はどのよ

うに変わったか， さらには果たしてこのことに

よって一部にいわれるように資本主義の一種の

自然消滅の時代に入ったといえるのかといった

諸問題が，経済学的に究明されるべきシリアス

な課題として浮かび上がってきたのである。

むろん， このような問題に満足のいく答えを

与えることは容易ではない。だからといって，

「株式会在における資本の“共有"はあくまで

結合資本家(出資者集団)による共有(結合所

有)であって，社会主義社会における“直接生

産者の社会的所有"とは本質を異にするもので

ある」わとし， しかも， このような結合所有な

9)森呆み 『株式会社制度』北大図書刊行会， 1985 

る「用語を.“資本家的共有"という明確な(?

筆者)概念に統一J10) し， さらに屋上屋を重ね

て「くどいようだが……株式会社は結合資本で

あり，所有論的には共有された資本であるJl1)

と，ひたすら空しい没論理的宣言を繰り返して

みても，問題は何も解決しないことはいうをま

たない。本来，たしかに結合資本として出発し

たはずの株式会社において， その結合資本性

が，容易にみいだしえなくなったところにこそ

問題があるのであり， このことの解明一むろん

解明の結果結合資本性が再確認されうる場合も

含めてーをなしえないで，ただ「資本家的共有」

の下にあることを無媒介に前提してしまうこと

は，イデオロギーの空まわり以外のなにもので

もなく，結果として却って議論を後退させてし

まう極めて後ろ向きなことであるとしなければ

ならないだろう。

(2) ところで，上にみたような個人大株主に

よる会社支配のことを，北原勇氏は，かつて個

人大株主による会社資産の「実質的所有」とさ

れ， この立場から株式会社の巨大化によって失

われる個人大株主の実質的所有は「会社それ自

体の手に移る」とされた。ここで，支配を「実

質的所有」とあえていいかえることによって生

ずる混乱はさておくとしても，かかる北原説の

難点ははっきりしており，筆者もこれを拙論④

において，次のようにのべておいた。

「事実『会社それ自体』には始めから手などはな

いのであり，そこへ『実質的所有』が移ることなど

はそもそもありえないのである。

あるのは， ~会社それ自体』による会社資産に対

する所有権=可能態としての所有と， ~会社それ自

体』に代わって，この所有権の行使=現実態として

の所有を成すべき手を持った「自然人』以外にない。

そして，株式の分散による大株主の後退は，大株主

によって行使されていた会社による会社資産の所有

権が，大株主とは別の自然人集団である経営者集団

によって行使される方向に変わったということ以

年， p.164. 

10)向上， p.165. 
11)向上， p.177. 
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外の何ものでもーないとしなければ私らないのであ

るJIの。

要するに変化は，もともと「会社それ自体J

が所有権をもっている会社資産の所有権の行使

者が個人大株主(もしくはその集団)から，経

営者集団にとって代わられていくことにつきる

のである。

もっとも，巨大会社の発展はたんに株式の分

散による個人大株主の支配力の後退といったこ

とだけでなく，同時に大機関株主への株式の集

中という逆の傾向も含んでいる。わが国では，

そのことが特異な「法人資本主義」構造に結実

していることも周知の通りである。だが， この

ような場合，たしかに大機関株主の影響支配の

力は無視できないとはいえ，それらもまた，そ

れぞれの経営者集団にそれらの力の行使をゆだ

ねざるをえない主体なのであり，その限りで，

このことも「経営者集団」への会社資産所有権

の行使の移行のなかに含まれるべきものである

ことは明らかであろう。

北原説にみる上記のような難点は他の論者によっ

ても筆者とはやや異なったコンテグストのなかで同

様にとりあげられている。たとえば西山忠範氏は

「この意味の株主による実質的所有は，株主が無機

能化すれば，ただ一方的に喪失されるだけであっ

て，北原氏のいうように会社自体に“移転"したり

“凝集"したりするものではけっしてないJi株主の

空洞化によって実質的所有の主体が会社以外の誰

か，たとえば，会社債権者，会社経営者，国家など

に移転するこりとはあうるが，それが“所有の客体"

である“会社それ自体"に移転することだけは“あ

りえない"のであるJ13)。

まTこh 北原氏自身もとりあげておられる石渡貞雄

氏の次のような指摘「だが，現実資本・会社の所有

は会社にあって株主にはなL、。となれば株主による

現実資本の所有などはL、L、えない。たとえ間接たり

といえど株主に現実資本の所有はありえない。株主

が所有する資本は，株式資本であり，株主の所有に

12)拙稿，④ p.37.
13)西山忠範， i支配関係の構造 序説JIi'経済評論』
1984年9月。

パ基づく支配力は，株式資本自体がもっ国有な支配力

なのである。したがって，現実資本・会社の所有が

二重化しているなどということはし、し、えないJIめと

いうのもこの点に関わっているといえよう。北原氏

自身は，石原氏のこのような批判を反駁され， とく

に「現実資本にたいする“株主による所有"を一切

否認する考え方氏法形式や直接的形態にとらわれ

すぎ，その中にふくまれた実質的関係を把握しそこ

なった見解と言わざるをえなし、JI日と強調しておら

れる。この点から察すれば，北原氏にとっても，や

はり所有は法形式にすぎないレベルにとどまっては

ならないという，法軽視主義と「伝統的マルクス主

義」の合体ともいうべき見地のなお残っていること

が，上のように混乱した把握の原因となっていたと

も考えることができょう。

(3) 株式会社の巨大化による会社資産所有権

行使者の， したがって，会社を実質的に支配す

る者の個人大株主から経営者集団への移行とい

う前項で展開した問題は，ほぽ同じような意味

で，相互会社や協同組合にもあてはまるもので

あることを，最後にのべておく必要があろう。

もっとも，相互会社や協同組合は，株式会社

とはその組織形態を全く異にしていることはい

うまでもなし、。だが，それらの組織にあっても，

組織の資産の所有権者は「相互会社それ自体」

「協同組合それ自体」なのである。そして，こ

れらの所有権の行使者が本来的には，社員及び

組合員一事実上はその代表者による総代会ーで

あるところが株主一事実上は大株主ーを本来的

に所有権行使者としていた株式会社と異るにす

ぎなかったのである。

したがって，総代会の形骸化は，ちょうど株

主総会の形骸化が株式会社に対Lてもたらした

と同じ結果を相互会社や協同組合にもたらずで

あろうと考えないわけにいかないのである。す

なわち，ここでも経営者集団への組織資産所有

権の行使者の移行が起こりうるのであり，事実，

14)石渡貞雄， ili'所有と支配の分離』は存在するか
一資本所有の分割とその支配一JIi'社会科学年報』
(専修大学)16号， 1982年3月， p.12. 

15)北原勇， Ii'現代資本主義における所有と決定』岩

波書庇 1984年， p.112. 
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今日あ相互会社や協同組合の多そにあって子、原

因はそれぞれちがうとはいえ， このような傾向

が現存するといわねばならない。その限りで，

相互会社や協同組合を，安易に株式会社と別も

ののように扱うことは時として極めてナンセン

スなことになりうることに留意しておきたい。

III 現代巨大会社における所有の私的性格

(1) 本稿 Iでは，所有とは要するに，所有権

と所有権の行使の統一以外の何ものでもないこ

とが示された。そして， 11においては株式会社

における問題の複雑さが， とくに会社資産(現

実資本)についてこうした所有の両面が単一の

主体において統一されていないところにあるこ

とが明らかにされた。つまり，株式会社の資産

は「会社それ自体」によって所有されているに

もかかわらず， 1会社それ自体」が自身で意思行

使者たりえないために，その所有権は別途に確

定される自然人(個人大株主，もしくは経営者)

によって行使されるという関係がしめされた。

当然，このことから株式会社の資産(現実

資本)の所有主体たるべき，産業資本家性が，

現代で、は「会社それ自体j とその所有権の行使

者である自然人(個人大株主，又は経営者)と

の聞に分割される関係が見えてこよう。

しかも，先にみたように，所有において基軸

となるのはあくまでも所有権という法的関係で

ある。所有権の行使は，所有権によってこそ基

礎づけられており，前者が後者に先行している

わけで、はありえないからである。

となれば，株式会社における産業資本家性

は， まず「会社それ自体」が基軸的にこれを担

うことになり，そのことから，かつて筆者が規

定したような(拙論③)1資本家の物化J概念

が，ひとまず浮かび上がってくるのである。

だが，主軸ではないとはし、え，会社資産所有

権の行使者で、ある自然人もまた「“会社それ自

体"と資本家としての立場を分ちあうことに

な活'J16)ごとは忘れられではなあないだ石う。

経営者の半(乃至半分以下)資本家性17)も，

このような関連で，はじめてみとめられるので

あり，そうした客観的関連の把握をとびこして，

ただ「現代社会に経営者層と異なる資本家階級

というものがあるのでなく，経営者もまた資本

家そのものである J18) と，無媒介に主張するこ

とは，たんなるドグマの開陳の域を出るもので

はなく，却って討論の正しい科学的発展を妨げ

るものでしかないと考えないわけにいかなし、。

しかも，拙論④でもいったように， 1彼の半

資本家性は，大株主と違って，所有権のごとく

自分自身で自由にしうる自己に排他的に帰属す

る何らかの法的権限に基礎づけられたものでは

なく，会社機関によってあてがわれた暫定性に

よって限定づけられていることもみのがされて

はならなLづし， 1だからこそ，また，こうし

た半(乃至半分以下)資本家としての経営者を

枠づける境界線がしばしばあいまいとなり， と

りわけ日本的会社共同体のなかでは， しばしば

常用従業員全体まで， こうした“半資本家性"

が，さらに拡散されて分有されることにもな

るJ19)点が認められる必要があるのである。

拙論①から④，そして本稿に至るまでの筆者の認

識のプロセスは，まさに没価値論的な客観的真実の

把握をめざせばこそ筆者なりの苦闘のプロセスをあ

らわしてしる。とくに， r経営者」の資本家性の問
題は率直にいって，各稿を通して，もっとも筆者の

認識が発展的に動いた部分であることは事実であ

る。

簡単にいえば，①では経営者の資本家性が肯定的

にみられ，②③では，それがむしろ否定的にみられ

た。そして，④及ひ。本稿において，別な角度から，

ふたたrJ'それが肯定的に把えなおされるに到ってい

る。以上を通読されれば容易に知られる通り，①と

④乃至本稿での肯定の意味は全く異なるばかりでな

く，①から④及び本稿への認識の発展自体に一つの

筆者なりのすじ道があったのである。筆者の現段階

16)拙稿，④ p.39.
17)向上。

18)森前掲書， p. 188. 

19)拙稿，④ p.39.
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での見解が筆者自身の旧稿の白己批判を通してえら

れた④及び本稿で示されているものであることはい

うまでもなし、。

(2) 上でみたように，経営者の半(乃至半分

以下)資本家性は，彼等が会社機関によって，

「会社それ自体」による会社資産所有権の行使

者とL、う立場を与えられ，それによって，会社

資産=現実資本所有の一端を担うことに基礎づ

けられているのであり，決して彼等自身が，会

社資産を直接に所有することにもとづいている

のではない。

にもかかわらず，経営者の支配の基盤を，な

お出資=所有において把えようとする見解も跡

をたっていない。

例えば，小松章氏は， I彼ら(経営者集団……

筆者)の支配はあくまでも，“相対的大株主層に

よる構造的支配"としづ大枠の中で成立するの

であるJ20) と主張され， これを更に敷桁して，

次のように言っておられる。

「それゆえ，専門経営者による企業支配は，専門

経営者支配論者がしばしば主張するような形で，す

なわち機関大株主の機関化による個人大株主および

個人大株主の支配力の“消滅"とL、う形で成立する

のではなく，専門経営者が集団として最大(級)個

人大株主に成り上がるという形で，つまりは経営に

出資を結合せしめることによって成立しているので

ある。しかも，専門経営者支配は決して専門経営者

による単独支配を意味するのではなく，あくまでも

相対的個人大株主層による構造的支配という大枠の

中で成立するのである。したがって，専門経営者支

配はその実，個人大株主としての支配であることを

否定しえず，本質的にはそのことばが表現するよう

な非出資者による支配という意味で成立しているの

ではない。それゆえ，そのことばが本来的に表現す

るものとしての専門経営者支配，すなわち専門経営

者による，出資を基礎とすることのない支配という

意味での専門経営者支配は，虚像であるといわなけ

ればならなL、J2D。

小松氏のこのような結論は，同氏が同じ著作

20)小松章， 11企業の論理』三嶺書房， 1983年， p. 209. 
21)向上。

の別な箇所で「意思主体となりうる株主の序列

において筆頭のあるいはそれに迫る地位を確保

することにより，実質的には当該企業内部の

“幻の最大(級)個人大株主"として支配力を

保持しうることになる」聞といっておられるこ

とから容易に知られる通り， 日本の巨大企業で

も少なくとも個人大株主のなかでは，当該企業

経営者集団の持ち株合計が，相当の地位を占め

ていることを主たる根拠としておられることは

疑いの余地がない。しかも，その場合「意思主

体でない“機関株主勺23)という同氏によって繰

り返される言葉があきらかに示しているごと

く， 日本の巨大企業の太株主表で主軸である機

関株主を「意思主体でなし、」として別扱いする

ことが，同氏の認識のおもな基盤となっている

ことは否定すべくもないのである。

だが，機関株主を意思主体でないとすること

が誤りであることについてはもはや多言を要し

ないだろう。つまり，機関株主が個人株主と異

なるのは，それがそれ自体で意思を行使できな

いこと，その限りで意思を行使すべき意思代行

自然人を別に確定しなければならないというこ

とだけであり，そのことは機関株主も立派に意

思主体であることを何ら排除するものでなL、か

らである。

もっとも，小松氏も別に「だが，機関株主はたし

かにそれ自体としては意思を持たないが，現実には

当該機関を支配する主体の機関株主の意思として企

業に送られてくることはいうを待たな¥，'J24J ともい

っておられる。だが，ここにみられるより正しい見

地は，同氏の主張の基本線においては，活かされて

いるとは考えられない。

そして，このような機関株主を正当に大株主

表に加えれば，専門経営者集団の株主としての

地位は，少なくともそのこと自体によって，

「会社それ自体」の支配者たりうる線からは程

遠いところまで後退せざるをえず，同氏のいう

22)向上， p.208. 
23)向上， p. 154， p. 156，他。
24)同上， p， 164-165. 
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ような「相対的個人大株主層による構造的支

配」の大枠の中に含めて経営者の地位を担える

ことは不可能とならざるをえないのである。

小松氏のいうような直接で素朴な意味とちがっ

て，経営者集団の持ち株の意義が別途に追求される

必要があることはいうまでもなし、。筆者自身として

は，持ち株を通して「会社それ自体」との利益共同

体的紐帯を周める，そしてそれを通して「会社それ

自体」の意思，権利の行使者としての経営者の正常

な機能のインセンティブとするのが，おおむねこの

ような経営者持ち株の意義と考えてよいだろうと思

っている。

(3) 経営者の半(乃至半分以下)資本家性が，

上述のような意味で認められるとしても，それ

が，極めて「限定された」しかも「枠づけられ

る境界線自体がしばしばあいまいとな」るもの

である以上， こうした経営者の支配が主流とな

る現代の資本主義における階級関係は一拙論④

でみたごとく，固による相違の幅は小さくない

ことが認められるとはいえ一古典的な資本主義

における階級関係とは大きく異なってきている

ことはいまや明らかであろう。

とりわけ， 日本のような「法人資本主義」で

は，巨大会社へのアクセスの遠近によって決ま

る階層秩序(ヒエラルキー)の如きものが，資

本一労働の単純な階級図式にとって変わりつつ

あるとさえいっても過言ではないといえよう。

また，そうした現実の社会関係の，古典的マル

クス主義の図式との相違を正しく認識すること

を通してこそ， i現代の問題Jへの前向きの対

応もはじめて生まれうるのであり，古典的ドグ

マへの固執が，たんに不毛であるだけでなく，

時には却って反動的な役割を果たしうることも

留意される必要があるとおもわれるのである。

それはさておき，先に見たような「半(乃至

半分以下)資本家層」が，排他的私的利益集団

として限定できる限りにおいて， i会社それ自

体」の所有の私的性格も決まるということがで

きょう。

その上，このような，半(乃至半分以下)資

本家層の資本家的性格が，事柄の性質上必ずし

もあからさまでなく，時として「会社の名」に

隠れた匿名性をもってあらわれがちであるとい

う，欺鵬性にも留意しておく必要があろう。と

くに，このような欺楠的性格のゆえに，現代

「半資本家」の資本家的責任も会社という擬性

人に，しばしば極めて暖昧なかたちで転嫁され

やすいという現代特有の問題点が見落とされて

はならないだろう。

要するに，経営者集団を中心とする現代の資

本家的部分の特質は，以上に見てきたような，

不完全性と欺臨性の両面において把えられるべ

きということになろう。

それと同時に，先にみたような排他的私的集

団の限定が何らかの理由で不可能になれば一将

来事実としてそうなるかどうかはベつとしてー

「会社それ自体」による私的所有もーそれが上

部構造である以上一必ずや風化せざるをえず，

そのときにはわれわれも資本主義の消滅を始め

て確認することができょう。
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